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特集 2／基礎自治体レベルでの低炭素化政策検討支援ツールの開発と社会実装
に関する研究

脱炭素化戦略検討支援ツールの社会実装について

芝浦工業大学建築学部教授
栗島　英明

芝浦工業大学工学部教授
谷田川　ルミ

問題の所在

　環境省環境研究総合推進費「基礎自治体レベルでの低炭素化政策検討支援
ツールの開発と社会実装に関する研究」では、地域ごとの社会経済シナリオを
提示する情報基盤と、地域に導入可能な脱炭素技術・システムオプションの選
択とを組み合わせ、地域が脱炭素戦略を検討するための支援ツール（以下、支
援ツール）を開発するとともに、その社会実装手法の検討を行っている。
　本研究課題の背景には、地域レベルの気候変動対策がなかなか進まないこと
にある。例えば、各自治体の区域内の温室効果ガスの排出抑制等を推進する総
合計画である「地方公共団体実行計画（区域施策編）」（以下、区域施策編）の
策定状況を見ると、策定している自治体（都道府県・特別区含む）は全国で 523

団体、策定率は 3割程度に過ぎない（2020年 3月 3日時点）。確かに、全国の
75自治体（都道府県・特別区を含む）が、2050年二酸化炭素排出実質ゼロ（以
下、カーボンゼロ）を表明するなど明るい材料はある（2020年 3月 3日時点）。
しかし、カーボンゼロを表明した自治体でも、区域策定編を策定している自治
体の 43団体で、策定率は 6割弱に留まる（都道府県を除くと策定率は 5割弱）。
地域レベルの気候変動対策がなかなか進まない直接的な理由は、計画策定や対
策実施に係る財源不足、気候変動や対策技術に対する知見不足、担い手となる
人員不足である。そこで、気候変動や対策技術に関する情報を提供して計画策
定を支援するツールの開発につながるのだが、単に温室効果ガスの削減ポテン
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シャルや導入コストを示すだけのツールを開発するだけでは十分ではない。そ
れは以下の理由による。
　先ほど地域レベルの気候変動対策が進まない直接的な理由について述べたが、
間接的な理由も存在している。それは、多くの自治体において人口減少や超高
齢化、地域経済の衰退といった課題が山積しており、気候変動対策の政策的な
優先順位が高くないためである。そのため、地域レベルの気候変動対策の検討
には、環境省（2017）も指摘するように、「コベネフィット」の視点が重要で
あり、開発される支援ツールにもコベネフィットを検討できる機能が必要とさ
れる。さらに、コベネフィットの対策を進めるには、環境部署だけでなく庁内
の他部署との連携や、庁外のステークホルダーとの調整が必要となる。したがっ
て、支援ツールはそうした連携・調整のためのコミュニケーションツールとし
ても利用できるとよい。こうしたことから我々は、支援ツールの社会実装先と
して、区域施策編のような脱炭素戦略（気候変動対策）の策定、とりわけ庁内
外とのコミュニケーションを必要とするコベネフィットの対策検討を考えてお
り、そのために「脱炭素・未来ワークショップ」の手法の開発を進めている。
　支援ツールのもう一つの社会実装先は、教育である。先に指摘した不足して
いる地域の気候変動対策を担う人員育成への実装はもちろんのこと、最終的に
は中学校や高等学校の正課で実施可能な脱炭素教育プログラムの開発を目指し
ている。なぜ、教育なのか。それは、地域レベルの気候変動対策を進めるには、
自治体職員はもちろんのこと、多くの市民・事業者の気候変動問題への理解が
必要不可欠であるためである。しかし、内閣府（2016）の調査によれば、地球
環境問題への関心は 87.2％にも達しているものの、気候変動の具体的なリスク
への関心については、「自然災害の増加」（63.1％）、「農作物の品質・収量低下」
（57.7％）以外は 50％を切っている。また、パリ協定の認知度（「内容まで知っ
ている」）は 7.0％、国の長期目標への認知度は 9.3％に過ぎない。こうした状
況では、気候変動対策の政策的な優先順位が高くなることはない。そこで気候
変動リスク情報の提供と合わせて、支援ツールを用いて地域の諸課題と気候変
動対策との関係性を知ることができれば、自治体職員や市民、事業者の気候変
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動への関心や対策への理解を深めることにつながる。加えて、これを学校教育
の場に実装することができれば、教育を受けた子どもたちが将来的な地域レベ
ルの気候変動対策の担い手となっていくことが期待される。
　以上のように、本研究課題における支援ツールの実装先は、脱炭素に向けた
コベネフィットな地域戦略の策定と実施、そしてそれを担う人材育成（教育）
となる。

2019 年度の研究計画

　2019年度の研究計画は以下のとおりである。
　第 1に、実行計画（区域施策編）や適応計画、再生可能エネルギー計画策定
に関する基礎自治体への調査を実施する。基礎自治体の気候変動対策・再生可
能エネルギー政策への取り組みの意識・現状、計画策定や進捗管理における情
報ニーズを調査し、その結果を支援ツールの開発にフィードバックする。また、
調査を踏まえて、支援ツールの実装方法について検討を行う。
　第 2に、脱炭素・未来ワークショップのプロトタイプの実施を行う。2019年
度は支援ツールが未完成のため、気候変動リスクに関する情報提供を行ったう
えで、RISTEXプロジェクト「多世代参加型ストックマネジメント手法の普及
を通じた地方自治体での持続可能性の確保（Open Project on Stock 

Sustainability Management 以下、OPoSSuM）」で開発した未来ワークショッ
プをプロトタイプと位置づけ、具体的な地域で中高生や自治体職員を対象に実
施する。実施結果を踏まえ、支援ツールの実装方法について検討を行う。
　第 3に、国内外の気候変動教育や持続可能な開発に関する教育（Education 

for Sustainable Development以下、ESD）の実態と課題についての調査を実施
し、新学習指導要領に沿った正課で実施可能な中学校や高等学校用の教育プロ
グラムのプロトタイプを作成し、その一部を実施する。実施結果を踏まえ、プ
ログラムの改善等を行う。
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区域施策編および再生可能エネルギー計画に関する基礎自治体調査

　基礎自治体調査は、郵送法によるアンケート調査および現地での聞き取り調
査で実施している。
　郵送法によるアンケート調査は、2019年 11月に市町村および特別区の全
1,741団体に発送し、1,391団体より回答を得た（回収率 79.9％）。調査項目を
表 1に示す。本稿では、一部の単純集計の結果を示す。
　図 1は、気候変動対策の部署に関する設問であるが、気候変動対策・施策を
専門に担当する部署が設けられている自治体は 11.9％であり、多くが気候変動

表 1　基礎自治体アンケート調査の調査項目

出典：筆者作成（以下、同様）

温暖化対策の担当部署
実行計画（区域施策編）の策定の有無、策定無の理由
区域施策編策定にあたって考慮した自然的・社会的条件
区域施策編策定にあたってのコベネフィット検討の有無、検討無の理由、検討し
たコベネフィット
区域施策編策定にあたって連携した部署・組織・ステークホルダー
区域施策編策定にあたって参照した資料・情報・データ・マニュアル・ツール
区域内の温室効果ガス排出量削減に関する中期目標、長期目標の策定状況、設定
方法
温室効果ガス削減のための具体 T京奈施策の検討・実施の有無、検討無の理由、
検討に当たって参照した資料・情報・データ・マニュアル
基礎自治体の地球温暖化対策の担当者の立場から、貴自治体の地球温暖化対策に
役立つと思われるツールの機能
再生可能エネルギーの担当部署
再生可能エネルギー導入推進計画の有無、導入を進めている再生可能エネルギー
種
再生可能エネルギー導入目標値設定の有無
公共施設への再生可能エネルギー導入の有無、導入を進めている再生可能エネル
ギー種
再生可能エネルギー導入の設置補助・助成等の有無、実施している再生可能エネ
ルギー種
その他、再生可能エネルギー導入にむけた施策
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以外の環境問題も担当する部署が兼任している。また、環境問題以外を担当す
る部署が兼任する自治体が 14.9％、特に設けていないという自治体も 6.1％あ
る。こうした状況下で、地域レベルの気候変動対策を進めることは容易ではな
い。図 2は、区域施策編の策定状況である。6割の自治体が「策定しておらず、
検討もしていない」と回答しており、地域レベルの気候変動対策は進んでいな

図1　地球温暖化（気候変動）対策・施策の担当について（n=1391）
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いと考えられる。図3は、区域施策編を策定しない理由であるが、やはり「（中
核市未満には）策定義務がない」が最も多く、次いで「人員配置が困難」、「専
門的な人材が不足」、「予算措置が困難」、「（同規模の）他の自治体が策定してい
ない」、「政策的優先順位が高くない」と続く。また、区域施策編を策定してい
る自治体であっても、図４に示すように、コベネフィットの検討自体があまり
行われておらず、検討しても計画に反映されなかった自治体もあった。図 5に
コベネフィットの検討を行わなかった理由を示したが、「対策・施策の知見や定
量的なエビデンスが不足」が最も多く、「検討する時間がなかった」、「対策・施

図3　区域施策編を策定していない理由（n=852）

図 4　区域施策編の策定におけるコベネフィットの検討状況（n=378）
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策が想像できなかった」、「庁内の他部署との連携が少なかった」と続いている。
こうした結果を踏まえると、本研究課題の支援ツール開発の方向性はおおよそ
間違っていないことがわかった。今回は時間の都合上、調査結果の一部しか示
せていないが、調査報告書等でより詳細な分析を行っていく予定である。
　現地での聞き取り調査は、2019年 8月に佐賀県佐賀市、2020年 2月に熊本
県熊本市・菊池市を対象に実施した。特に熊本市・菊池市は、熊本連携中枢都
市圏として、広域連携で区域施策編の策定や 2050年二酸化炭素排出実質ゼロ
（以下、カーボンゼロ）を表明している。聞き取り調査からは、アンケート調査
結果とも関連するが、温室効果ガス排出量を推計するためのエネルギー消費量
の把握が困難であること、広域策定であっても気候変動に関する専門部署や専
門的知見は必要であること、そのため中小規模自治体のみの広域連携ではなく
そうした専門部署・職員のいる自治体を中心とした連携を検討する必要がある
ことなどが知見として得られた。今後は、小規模ながら区域施策編を策定して
いる自治体、区域施策編においてコベネフィット政策の検討が進んでいる国内
自治体などに加えて、国外の先進的な自治体も対象に、地域レベルの気候変動
対策に関する聞き取り調査を進め、支援ツールの開発方針や使用方法について
検討していく予定である。

脱炭素・未来ワークショップのプロトタイプ実施

　脱炭素・未来ワークショップは、本研究課題で開発する支援ツールとOPoSSuM
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で開発した「未来カルテ」を組み合わせ、未来の課題である気候変動問題と地
域課題との同時解決について考えるワークショップである。脱炭素・未来ワー
クショップは、自治体での部局横断的な研修や実際の脱炭素戦略の検討プロセ
ス、地域の市民参加プロセスにおいて実施するほか、後述の中学校や高等学校
用の教育プログラムに組み込むことを想定している。
　先述のように、支援ツールはまだ完成していないため、気候変動リスクに関
する情報提供を行ったうえで、「未来カルテ」を用いた未来ワークショップを行
うプロトタイプを、2019年 8月に鹿児島県西之表市の中高生を、10月に西之
表市職員を対象にして実施した。
　なお、気候変動リスクに関する情報提供については、中高生に、ワークショッ
プの約 2か月前に気候変動に関する 50分の事前授業を、市職員にはワーク
ショップの直前に 50分の気候変動に関する講演を行った。
　中高生のワークショップについては後述の教育プログラム開発の部分で触れ
るため、ここでは市職員ワークショップの結果を示す（図 6、図 7）。最初は気
候変動対策と地域課題解決とがなかなか結び付かなかったが、エネルギー・観
光・交通の課題をつなげる地域通貨の利用であったり、出力抑制によって使わ
れない太陽光発電の電力利用を利用した通学用電気スクーターなどの同時解決
のアイデアが次第に出るようになった。
　一方、中高生・市職員ともに事前授業や講演だけでは、気候変動対策と地域
課題解決との関係性を体感するまでには至らず、やはりそれらを体験できる支
援ツールの活用が必要と考える。今後は、完成した支援ツールを利用したワー
クショップ手法の開発を進め、参加者へのアンケート調査等を実施して、その
効果の検証を行っていく予定である。

中学・高校教育プログラムの試作版の開発と実施

　地域レベルの気候変動対策の担い手となる地域人材育成の必要性については
最初に述べたが、それがなぜ支援ツールを活用した正課で実施可能な中学校や
高等学校用の教育プログラムの開発までつながるのか、疑問を持たれる方もい
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図 6　西之表市職員向けの脱炭素・未来ワークショップの結果（1班）
人材育成

社会課題
・職員全員がポリシースタディ

・1市2町→１市 考え方の統一、スキルアップ
・集落統合・集約化
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・公立看護専門学校を作る→雇用の創出+高齢化対策
（島出身者は学費半額など）

観光

・トライアスロン大会
島の強み①自然②人のよさ
来てほしい人①力のある人（経営者）
トライアスロン大会300あるうち、皆が出たいレア大会ミドル・ロングは
島主催が多い、300中１割ほど。

アスリートは金を落とす、自然の中で大会に参加したい。

経営者は、島（田舎）の人との交流を楽しみにしている

エネルギー ・高速船料金への助成金

（観光客増+敷居の低下）
・再エネの電気は０円にする ロケット打上げに伴うイベントの創出
・公共施設の電力を太陽光などの再生可能エネルギーでまかなう 人が多く訪れる日に行うことでにぎわう+経済的影響
（小学校・公民館・市役所などすべて） 名物となる公園の設置
・着目点：都会との違いを活用 観光地として使う、休憩施設にもなる
（夏は本土より暑くないから避暑、発電抑制時の余剰電力の売買、
低CO2の移動手段に対する補助金）
・風力発電を導入

・洋上風力発電 交通
・余りそうな電気を熱利用
（温水プールで健康↑ビニールハウス（促成栽培）で経済↑
温水暖房で経費↓クリーン焼芋で産業↑ごみ処理場に熱を加える） ・高速船・フェリー貨物のハイブリッド化、運賃の値下げ
・地球が持つ熱の活用（地熱） CO２削減、再エネ利用促進
・畜産糞尿からのバイオマス発電を導入する ・電気、バイク、チャリ ・公共交通機関の充実
・ロケット発射時のエネルギーを変換して利用 （島内に充電スポットを多数設置）
・バイオマス発電所 ・庁内公用車、公共バスの電気自動車化
（市民から小口の木材受入て、地域内ポイントを付与、森林整備 ガソリン消費が↓、再エネ利用↑

・年間4,000万くらい ・廃油持っていく ・ふるさと納税を財源に
・部落長手当削減 ・バイオマス（木や草払い） ・島内限定
・月1000ポイント上限 ・海岸を掃除した人 ・いも払い
・ペイペイ提携 ・買い物支援 ・ロケット見学補助
・広告 ・健康診断とか

・学ぶポイント
・Uターンポイント

・環境ポイント

・ボランティアP

・労力P
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・スキルアップP

図 7　西之表市職員向けの脱炭素・未来ワークショップの結果（２班）
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大気中のC+O2⇒ダイヤモンドなどの加工 省庁や県とのパイプ役をお願いする。 ・タブレットを1世帯に配布し、広報紙等の紙資源を減らす
・CO2の宇宙への排出（宇宙産業） 国の政策としてやってもらう （市窓口の様々な申請書も電子化）
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（地場産業の活性化、種子島ブランド品）
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・電気自動車の普及
（停電時の非常電源としての活用化）

・電気自動車充電スタンドの活用⇒電気自動車の普及

・AIで省エネ
・電気自動車の推進導入 ・区画整理
（蓄電池の代替として） （大字地域の統合、人口集中など）
・電気自動車、バイクの活用化 ・小学校の統合
（バイクは高校通学に利用） （空いた小学校を移住者の体験施設や合宿のための施設
・省電力で高パフォーマンスな電化製品 企業誘致に使う）

・コンパクトシティ化
（市民の日常的な移動を減らす）

・市街地で長年空家になっているところを解体し、緑地公園を作る
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３R

・ごみの分別方法

（広報紙で周知する）

・定期的なフリーマーケットの開催
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（バイオマス発電） ・公共施設のトイレの使用数量を減らす
・設置済の太陽光、風力発電の活用 （音姫を設置する）
・太陽光を増やす（エネルギー増） ・老朽化した建物の取り壊し、新築の補助
・交通量が多い所に発電機を設置する ・人口抑制
（アスファルトに埋め込む）

・EV車活用
・公共バス、公用車宣伝
・充電スタンド整備
・補助金検討（車、自家発）
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省エネエネルギー



62

脱炭素化戦略検討支援ツールの社会実装について

るであろう。以下では、その理由について少し説明したい。
　これまでの日本における小・中・高等学校での環境教育及び ESDを見ると、
学習指導要領やカリキュラム、現場の教員の状況を無視した研究者による実践
事例が決して少なくない。その結果、正課で実施されなかったり、現場の教員
に上手く引継ぎができなかったりするなど、「持続不可能な」ESDプログラム
となってしまう。また、そもそも日本では正課での気候変動教育は十分に実施
されておらず、それが先に紹介した内閣府（2017）に見られる気候変動に関す
るリテラシーの低さにつながっている。そのような中で、研究者が単に気候変
動に関する授業での支援ツールの活用方法だけを示しても、決して現場に普及
することはない。
　一方で、2017・18年に改定された学習指導要領（以下、新学習指導要領）に
おいては、小・中・高等学校の全学校段階のほぼ全教科にわたって「持続可能
な社会の創り手」の育成を視野に入れた教育目標が掲げられ、教育のプロセス
と教育方法の質的改善を目指す「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラー
ニング）」の導入、教科横断的な視点から教育課程の編成を行う「カリキュラ
ム・マネジメント」の実施、「よりよい教育によってよりよい社会を作る」とい
う理念を学校と社会が共有する「社会に開かれた教育課程」といった考え方が
示されている（文部科学省 2018a, 2018b）。中でも主体的に考え、問題解決的
視点を持って課題に取り組む姿勢を身に付けることを目的として導入された「総
合的な学習／探究の時間」については、内容、指導法、評価方法の充実が求め
られており、これまでよりも一段と重要な教育活動として位置づけられている。
加えて、大学入学者選抜改革では、新学習指導要領における学力の三要素の 1

つである「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」の評価に「総合的
な学習の時間」などにおける生徒の探究的な学習の成果などについて記載した
調査書やポートフォリオの積極的な活用を求めている（文部科学省 2018c）。
　こうしたことから、本研究課題では、単なる気候変動教育における支援ツー
ルの活用方法ではなく、新学習指導要領に準拠し、脱炭素・未来ワークショッ
プと気候変動教育を織り込んだ「総合的な学習／探究の時間」の単元そのもの
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表 2　脱炭素化・学校教育プログラムの試作版
学習活動の過程 形態 時間 主な学習活動

1　オリエンテーション クラス 1
・ 授業のねらいと目標の提示
・持続可能性・バックキャスティング
の説明

2　種子島と地球温暖化 クラス 1
・地球温暖化と種子島についての説明
・「緩和」と「適応」についての説明

3　種子島とエネルギー クラス 1
・ 化石燃料、再生可能エネルギーにつ
いての説明

・種子島のエネルギーについての説明

4～5　調べ学習・発表 クラス
グループ 2

・ コベネフィットの説明
・ 種子島の現状について、文献（web）
を使って調べたり、市役所や関連団
体にインタビュー調査を行う。

6 　ワークショップ（1）：
2045年の種子島 クラス 1

・ 2045年の種子島（西之表）の未来カ
ルテの予測の説明

・ 説明で分からなかったこと、知りた
いことなどを書き出す

7 ～8　ワークショップ（2）： 
課題と原因整理 グループ 2

・ グループで温暖化を含めた 2045年
の西之表市の課題とその原因につい
て話し合う

・ 低炭素化政策検討支援ツール（簡易
版）を使ってゲームを行い、エネル
ギーと地域課題との関わりを実感す
る

9 　ワークショップ（3）：
政策提言とまとめ グループ 1

・ グループで、今から取り組むべき気
候変動と地域課題の解決につながる
具体的な方策について話し合う

10 ～11　全体発表会 
（地域・保護者公開） 全体 2

・ 各グループで考えた提言をプレゼン
テーションする

・ 参加者（市関係者、地域の関連団体、
保護者等）からの講評

12　振り返り・まとめ クラス 1

・ 提言の一部を導入した場合について、
低炭素化政策検討支援ツールで再計
算を行い、温室効果ガスの排出量や
地域がどう変わる可能性があるかを
説明
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（指導案、授業計画、教材、評価方法等）の開発を行うことで、これからの気候
変動対策を担う生徒の気候変動リテラシーの向上と支援ツールの社会実装を目
指している。
　2019年度は、脱炭素化・学校教育プログラムの試作版（表 2）を作成し、そ
の一部を鹿児島県西之表市の市立種子島中学校および鹿児島県立種子島高等学
校で実施した。具体的には、2019年 7月 2日にワークショップの事前授業とし
て中学校において「持続可能性な社会とバックキャスティング」（試作版の第 9

回）、高校において「種子島と地球温暖化」（同第 2回）を、7～8月にかけて高
校生が地域の調べ学習（同第 4～5回）、8月 20日に中高合同の未来ワークショッ
プ（同第 6～9回）、10月 15日にワークショップの事後授業として高校におい
て政策提案（同第 9回）と振り返り（同第 12回）を実施した。その後、2020

年 3月 7日には市主催のシンポジウムにおいて高校生による成果発表会（同第
10～11回）を実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
対策のため、残念ながら中止となった。これらの教育効果の測定のため、生徒
に対して事前アンケート調査（7月事前授業前）、事後アンケート調査（8月未
来ワークショップ後）、定着アンケート調査（3月）の 3時点の調査を実施した
（定着アンケート調査は、3月 3日現在実施中）。現在、上記の実施結果を踏ま
えて、教育プログラムの改善を実施している。
　また、福井県の勝山市教育委員会および福井県立勝山高等学校、千葉県の八
千代市立村上中学校、熊本県の熊本市立北部中学校における聞き取り調査や、ド
イツを中心とした気候変動教育の文献調査を実施した。今後も、国内での ESD

事例や、文献調査で抽出された特色ある気候変動教育の事例への現地調査を実
施する予定である。

おわりに

　本報告では、環境省環境研究総合推進費「基礎自治体レベルでの低炭素化政
策検討支援ツールの開発と社会実装に関する研究」における脱炭素化戦略検討
支援ツールの社会実装について、その実施背景および実施計画・内容について
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述べてきた。2019年度は、区域施策編および再生可能エネルギー計画に関する
基礎自治体調査、脱炭素・未来ワークショップのプロトタイプ実施、中学・高
校教育プログラムの試作版の開発と実施を行った。
　2020年度は、いくつかの事例地域で区域施策編や適応計画の策定を想定した
自治体職員・住民協働の脱炭素・未来ワークショップを実施し、ワークショッ
プ手法の改善につなげるほか、中学・高校教育プログラムについても、19年度
の結果を踏まえた改良版のプログラムを鹿児島県西之表市で実施する予定であ
る。さらに、国内外の地域レベルの気候変動対策や気候変動教育の事例調査を
進める予定である。ただし、自治体職員・住民・中高生などの参加・協力が不
可欠な脱炭素・未来ワークショップ手法や教育プログラムの開発、国内外での
事例調査において新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響が懸念され
るため、今後の計画はかなり不確実であることを付け加えておきたい。
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